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平成２４年（ワ）第３６７１号外 大飯原子力発電所差止等請求事件 

原 告  竹本 修三  外 

被 告  国      外１名 

 

証 拠 説 明 書 

（第９９準備書面関係） 

 

２０２３年（令和５年）２月１７日 

京都地方裁判所 第６民事部合議はＢ係 御中 

                 原告ら訴訟代理人 

                 弁 護 士    出  口  治  男 

                 同        渡  辺  輝  人 

                                   外 

原告らは、下記のとおり証拠説明をします。 

記 

甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

620 

防災基本計画

（令和４年６

月）（抄） 

写

し 

2022(R4).

6 

中央防災会

議 

関係地方公共団体が「施設敷地緊急

事態における」住民の「防護措置」

（２７３頁）、「全面緊急事態」にお

ける住民の「防護措置」（２７６頁）

を実施することになっていること。

また、自治体の職員は緊急時モニタ

リングを実施すべき立場でもあるこ

と（２７７頁）。 

 

また、「被ばくの可能性がある環境下

で活動する防災業務関係者の放射線

防護については，あらかじめ定めら

れた防災業務関係者の放射線防護に

係る基準又は指標に基づき行うもの

とする」としていること（２８５頁）。 
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

621 

舞鶴市原子力

災害住民避難

計画（抄） 

写

し 

2019(H31)

.3.19 
舞鶴市 

４項「避難の実施」「３ 避難の流れ」

では、予防的防護措置を準備する区

域（ＰＡＺ）や、予防的防護措置を

準備する区域（ＵＰＺ）の「全面緊

急事態」における避難は「舞鶴市の

指示に従い、住民は避難を開始す

る。」ものとされ、「舞鶴市は、自家

用車で避難できない住民のために、

各地区のバス乗車場所に避難用バス

の配車を行う。」などとされること

（１１頁以下）。 

622 

京都府地域防

災計画－原子

力対策編（抄） 

写

し 

2022(R4).

6.9 

京都府防災

会議 

「防災業務関係者の放射線防護」に

ついて「あらかじめ定められた緊急

時の防災関係者の放射線防護に係る

基準に基づき行うものとする。」とす

ること（４７頁）。 

623 

京都府緊急時

モニタリング

実施要領（抄） 

写

し 

2018(H30)

.3 
京都府 

「管理線量（目安）」として「原則と

して年間１ミリシーベルトを外部被

ばく管理線量（線量限度）とするほ

か、モニタリング要員の放射線防護

に係る管理基準（目安）として、撤

退線量率＝１ｍＳｖ／ｈ」とするこ

と（２０頁）。 

624 

舞鶴原子力災

害時職員行動

マニュアル

（抄） 

写

し 
 舞鶴市 

「防災活動に係る被ばく線量をでき

る限り少なくするよう努めるものと

する」としながら、「応急対策活動を

実施する職員の被ばく線量は、原子

力災害が発生し収束するまでの間に

おいて、実行線量で５０ｍＳｖを上

限とする。ただし、女性は５ｍＳｖ、

妊娠中の女性は１ｍＳｖを上限とす

る。」と定めていること。 
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

625 

東日本大震災

の被災地で 

災害対応と復

興支援にあた

る自治体職員

の心理的スト

レス 

―震災後１年

目に実施した

メンタルヘル

ス調査の結果

から― 

写

し 
2017(H29) 

労働科学 93

巻 3 号・山

田泰行 他 

福島県の職員は高ストレス者が２

６．３％と、他の被災県である岩手

県（１３．１％）や宮城県（１８．

９％）より高い値を示していること。

これはメンタルサポートが必要な水

準とされること（９０頁）。 

 

また、ストレスの原因となる感情労

働的な要因で、福島県下の自治体職

員は「被災住民からの理不尽なクレ

ーム（自分）」を受けた割合が５３．

２％と、岩手県（３６．４％）や宮

城県（３６．５％）より多いこと。 

 

「被災住民からの暴言・暴力（自分）」

についても、４４．３％と岩手県（２

４．２％）や宮城県（２８．６％）

より多いことが如実に表れているこ

と。 

 

「被災者と直に接する機会の多い被

災自治体職員は被災者の不満やスト

レスの矛先になり易く、理不尽と感

じても立場的に反論し難いとの報告

や、被災者の役に立ちたいという思

いで勤務しているにもかかわらず被

災者から一方的に攻撃されると心が

傷つくという報告もある」とされる

こと（９１頁）。 

 

そして、このような職員らは、スト

レスを抱えたまま、人員が増強され

ることもなく、通常の業務に加えて

復興業務も加わった業務に従事する

ことで、ストレスが中長期的に健康

に影響を及ぼす可能性も指摘されて

いること（９２頁）。 
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甲号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

626 

自治体職員の

メンタルヘル

ス 原発被災

自治体職員の

意識調査から 

特集 情報労

連リポート 

写

し 

2019(H31)

.4 

情報産業労

働組合連合

会 

２０１１年度はメンタル疾患休職者

はその後の他の年に比べて突出して

多く、福島第一原発事故で避難対象

となった地域の自治体職員の精神的

な負荷の高さが見てとれること。そ

して、しばらく経って復興業務が加

速する中で、また休職者が増えてい

る状況が見てとれること。 

以 上 


